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【論文要旨】
ADA（Americans with Disabilities Act）はその適用される使用者に対し，障害を持っていても
職務に必要な就労能力ともいえる「適格性」を有する労働者に合理的配慮の提供を義務付けている
が，これは労働者にとって請求権といえるものだろうか，また適格性がなければ合理的配慮の提供
を受けることはできないのだろうか。
本稿では，ADA の適格性の要件を概観し，アメリカの裁判例から合理的配慮の具体化のあり方
に着目して，合理的配慮の権利の生成について概観する。そして，わが国の適用可能性を検討する
なかで，ADA と共通の素地を持っていること，合理的配慮の実現過程において，労働者から
の申し出及びインタラクティブ・プロセスの要素が重要であることなどを指摘するものである。
【キーワード】 ADA，合理的配慮，職務の本質的機能，インタラクティブ・プロセス，ディスア
ビリティ・ハラスメント
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であるが，障害者の権利を基軸としつつ異なった両者の知見をもとに共通性を見いだして横断的に ADA を
検討することが有益であると考えたからである。
また，日本における ADA の先行研究に関し，本稿の脚注で掲げた論文等以外にも，高井裕之「ハンディキ
ャップによる差別からの自由」岩村正彦ほか編『岩波講座・現代の法』（岩波書店，1998），久保耕造・佐
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2000），植木淳『障害のある人の権利と法』（日本評論社，2011），長谷川珠子「第 2 章 障害者差別」森戸英
幸・水町勇一郎編『差別禁止法の新展開』148172頁（日本評論社，2008），所浩代『精神疾患と障害差別
禁止法』（旬報社，2015），九州弁護士会連合会・大分県弁護士会編『合理的配慮義務の横断的検討』（現在
人文社，2017）などがある。
 問題設定
ジョン・ロールズの正義論には，その原理の設定にあたって障害者の存在を考慮していないとし
て不十分であるとの指摘がなされる1。他方で，機会の平等に関して合理的配慮を用いることで，
ロールズの理論の正当化を図ることができると主張する見解もある2。
障害者は社会的な構造のなかでの孤立を経験することが多い。合理的配慮が障害者にとって差別
を減殺する作用を有するものであるならば，配慮義務は ADA のなかでも中心的な位置づけという
ことはできるであろう3。もっとも，合理的配慮という手段を通じて機会均等や格差是正を図ると
しても，個々人の有する合理的配慮を求める権利性の存否やその範囲などはいまだ明らかになって
いるとはいえない。そこで，本稿では，ADA の保護を受けるための要件である「適格性」や合理
的配慮の不提供に関する訴訟（立証事項となっている合理的配慮の実現過程を含む）に焦点を当て
て，障害を持つ個人の有する合理的配慮の権利について，その法的構造を検討したい4。
 アメリカにおける障害差別禁止の概論
敬虔な信仰は，時に現代社会での社会生活上の支障を招く場合がある。例えば，金曜日の日没か
ら土曜日の日没までを安息日とする原理的なキリスト教やユダヤ教は，日曜日を休日とする労働条
件では信仰上の理由によって従うことができない。そこで，労働者の宗教上の信仰について使用者
の理解を高め，労働者に勤務配慮を行うという合理的配慮が導出された。このため，合理的配慮は
当初，宗教差別としての緩和策として考え出された概念であった5。これが障害者の差別禁止にお
――
5 合理的配慮の淵源について，中川純「障害者に対する雇用上の『便宜的措置義務』とその制約法理―アメリ
カ・カナダの比較研究（一）」北海学園大学法学研究39巻 2 号185頁（2003），長谷川珠子「障害者雇用促進
法における『障害者差別』と『合理的配慮』」季刊労働法243号26頁が詳しい。
6 リハビリテーション法では合理的配慮を規定する文言自体は存在しないが，関連規定（行政規則）で用いら
れている。
7 Herlan Hahn, Introduction Disability Policy and the Problem of Discrimination, 28 AM.BEHAV. SCIEN-
TIST 293 (1985), 300301.
8 Id.
9 先行研究として，杉野昭博『障害法理論形成と射程』206210頁（東京大学出版会，2007）があり，同書は，
アメリカでは，「インペアメント」は「マイノリティ」の資格証明であり，インペアメントはスティグマの
ような一瞬にして市民権を失わせるような社会的な表象であるところ，「障害」disability は「記号」（あるい
はスティグマ）であり，「障害者」people with disability は，そうした「徴つきの人間」という意味である
と指摘する。
10 Richard K. Scotch, Models of Disability and Americans with Disablities Act, BJELL.213 (2000), 214.
11 リハビリテーション法は，障害が人間としての経験についての自然的部分であり，個人の権利を損なうもの
ではないという自覚のもと，機会均等，社会への完全な包摂・統合，自立生活，経済的社会的自給自足を達
成するため，競争的統合雇用（competitive integrated employment）に関して障害を持つ個人が十分に就労
できることを目的とする。
リハビリテーション法は，障害を持つ個人の就労の権利として，501条（連邦機関の行政部門等によるアフ
ァーマティブアクション・差別禁止），503条（10,000ドル以上の契約を連邦政府と締結する者によるアフ
ァーマティブアクション・差別禁止），504条（連邦政府機関が実施するプログラム，連邦から経済支援を受
けるプログラム，連邦での雇用，連邦と契約した者に対して障害を理由とした参加の排除，給付の拒否及び
差別禁止）を設け，とりわけ504条が障害を持つ個人に対する差別禁止に関して同法の中心的な役割を担っ
ている。
12 リハビリテーション法504条をはじめ，構造物障害法（The Architectural Barriers Act of 1968），公正住宅
法（Fair Housing Act of 1968），航空アクセス法（Air Carrier Access Act of 1986）など障害を理由とする
いて展開され，リハビリテーション法や ADA に組み込まれた6。
障害者問題を捉えるとき，アメリカではマイノリティ・グループモデルによって説明がなされる
ことがある7。障害者の多くは，高い確率で就労ができず，福祉への依存度が高い。そして，障害
者のほとんどは，雇用，教育，交通，住宅その他の生活の領域から分離されてしまうことから，い
わゆる「人工的な障害」を経験する。1960年代に出現した障害権利運動では，障害者群をマイノ
リティグループとして捉え，社会や政策の運動を形作るその他のマイノリティグループ（人種や性
別など）を類推したと説明される8。
マイノリティ・グループモデルは，障害を持つ個人が直面する問題を偏見や差別とみなして，個
人の欠点ではなく社会の態度や環境を障害として捉えたうえで，偏見や差別の根絶には障害を持つ
市民の平等な権利と差別禁止措置の正当な実施を確保するという考えに立脚しているというが9，
障害を社会において個人の直面する障壁として捉えて社会がこの障壁を除去すべきであるとする社
会モデルと共通する素地を持つ10。障害権利運動の機運の高まりのもと，連邦議会は，障害を理由
とする差別の禁止を目的として公民権法第 7 編を範とする法令の成立を目指し，1973年にリハビ
リテーション法を11，1990年に ADA をそれぞれ制定した12。
――
差別の禁止規定を設ける連邦法の整備や改正が行われたが，これらの法律の対象とする領域はいずれも部分
的であり，特に障害を持つ個人には私企業，公共施設の利用，公共交通機関の利用において十分な保護が与
えられたとはいえない問題を抱えていたため，ひろく障害についての差別禁止を規定する法律である ADA
が制定された。
ADA の構成は，雇用（第 1 編），公共サービス（第 2 編），民間企業が運営する公共施設及びサービス（第
3 編），テレコミュニケーション（第 4 編），雑則（第 5 編）をとる。
13 中窪裕也『アメリカ労働法（第 2 版）』254255頁（弘文堂，2010）。
14 リハビリテーション法504条は，ADA と異なり，文言上，「solely」を用いて障害“のみ”を理由とする差別
を禁止する（29 U.S.C. §794）。
15 リハビリテーション法501条につき29 U.S.C. §791，同法503条につき29 U.S.C. §793，同法504条につ
き29 U.S.C. §794。
16 Bagenstos, supra note 3, at 5557.
17 平等保護条項に関して言及すると，City of Cleburne v. Cleburne Living Center, Inc., 473 U.S. 432（1985）
では，連邦最高裁は，知的障害（当時は「精神薄弱」と呼称）を有する者について，歴史的に不平等な取扱
いを受けてきた人種的マイノリティの「疑わしい区分（suspect classiˆcation）」や女性の「quasi-suspect
classiˆcation（準疑わしい区分）」には該当しないとし，人種差別で用いられる「厳格な審査基準（strict
scrutiny standard）」やジェンダー問題で用いられる「高められた審査基準（heightened scrutiny standard）」
ではなく，「合理性の基準（rational basis standard）」を用いて司法審査を行った。その後も，連邦最高裁は，
Heller v. Doe, 509 U.S.312（1993）において，施設収容に関して精神遅滞者を精神病患者よりも劣位に扱う
法律を合憲とする際，通常の合理性の基準を適用した。また2000年以降でも，連邦最高裁は，Board of
Trustees v.Garrett, 531 U.S.356（2001）において，Cleburne 判決の合理性の基準は通常の合理性の基準よ
りも厳しいという主張を退けている。
18 Ruth Colker, Anti-subordination, 3 Wis. Women's L. J.59（1987), 6365.
ADA の構造は公民権法第 7 編をモデルとしており，適用対象者の範囲（101条（5））や救済の
手続・内容（107条）は第 7 編と同じである（1991 年公民権法によって，上限付の損害賠償救済
も導入された)13。ADA とリハビリテーション法には障害差別の禁止に関して若干の文言の相違が
あるが14，リハビリテーション法では ADA で用いられる基準を準用している15。
もっとも，障害を理由とした差別に関し，従来の差別事由のマイノリティ・グループモデルを援
用することには限界が存在するとの評価もある。Bagenstos は，典型的な差別禁止の形態において
は使用者がその判断過程で保護対象の地位（protected-class status）を考慮することが禁止される
のに対し，障害を理由とした差別は保護対象の地位であることを考慮することに着目しており，こ
の差別禁止のための配慮義務は，伝統的な他の差別禁止とは本質的に異なり，より干渉的なもので
あると指摘する16。この点，司法においては，障害を理由とする差別について，人種や性別に関す
る差別とは異なった評価・判断を行っている17。
差別禁止に関し，2 つのモデル―人種や性別の相違が不当であると捉える推論を前提とする
「反相違（anti-diŠerence）」モデル，社会が父権的（patriarchy）であるべきという推論を前提とす
る「反従属（anti-subordination）」モデル―が存在するとの見解のもと18，障害を理由とする差
別禁止は，合理的配慮を通じて積極的な行動が求められ，それが中立的な非差別の要求ではないこ
となどを理由として，「反相違」アプローチというより，むしろ「反従属」アプローチが求められ
――
19 Ruth Colker, A‹rmative Protections for People with Disabilities, Illness and Parenting Responsibilities under
United States Law, 9 Yale Journal Law & Feminism 213（1997), 220222.
20 Mary Crossley, Reasonable Accommodation as Part and Parcel of the Antidiscrimination Project, 35 RUTGERS
L. J. 861（2004), 888889.
21 西田玲子「合理的配慮に『配転』は含まれるのか―アメリカ ADA の判例をもとに課題と可能性を考え
る」障害法 1 号153頁（2017）。
22 長谷川珠子『障害者雇用と合理的配慮―日米の比較研究』162187頁（日本評論社，2018）。
23 42 U.S.C. §12112．
24 42 U.S.C. §12102．
25 Sutton v. United States Airlines, Inc., 572 U.S. 471 (1999）は，視力矯正具を用いて裸眼の視力が改善でき
る場合には「障害」には当たらないと判断し，Toyota Motor Manufacturing, Kentucky, Inc. v. Williams,
534 U.S. 184 (2002）は，特定の業務を従事できないだけでは「主要な生活活動を実質的に制約する」とは
いえないと判示した。
ているという指摘がある19。あるいは障害者と非障害者との間の異なった取り扱いを正当化するの
は，機能障害に対する補償というよりも，むしろ正義の中心的理解である公平性のもと異なった取
り扱いを究極的には障害者の排除に焦点が向けているからであるとの理解もある20。このようなな
か，わが国でも，アメリカの障害を理由とする差別においては雇用平等と雇用保障の両価値の調整
によって生じるものであるとの検討が加えられ21，配慮義務は差別禁止法制から要請されるコスト
のシフト（妊娠・出産の費用負担・労働者の病気休暇・その家族の育児や介護休暇）にも広がる可
能性があり，複雑で一義的には定まらない現代型雇用差別に対する問題解決プロセスを提示する構
造的アプローチの性格を有するとの指摘もある22。
以上のように，アメリカにおける障害を理由とする差別をめぐる議論では，他の差別事由とは異
なることが自覚され，その法的保護の実質は，個別の権利を保障しながらも，一部においては集合
的な障害者群を社会的排除から解放するという制度的な保障としての性質も帯有しているとも解釈
されよう。
 ｢適格性」を中心とした ADA の要件について
1 ADA の「障害」の要件
ADA 第 1 編―アメリカの労働の場面―における保護の対象は，「障害」を有しているが
「適格性」を有する労働者である。ADA は使用者に対して障害を理由とした差別を禁止している
が，その差別には合理的配慮の不提供も含まれるため23，ADA によって保護される労働者は使用
者に対して合理的配慮を受ける権利を有する。
ADA において，障害とは，個人の 1 つ以上の主要な生活活動を実質的に制限する身体的又は
精神的な障害，機能の障害の記録，又は機能障害を持つと見なされること，のいずれかの状態
を指すものと定義される24。かつて ADA 第 1 編の訴訟では連邦最高裁が障害の概念を狭く捉えて
いたために25，ADA で保護される障害を持つ個人の対象範囲も狭く解される傾向にあったが，こ
――
26 改正法では，障害を広く解するよう解釈規定を設ける（42 U.S.C. §12102）。
27 川島聡，西倉実季「容貌の損傷と合理的配慮―ADA の障害学的検討―」海外社会保障研究182号
（2013）57頁。
28 42 U.S.C. §12201．
29 42 U.S.C. §12111．
30 29 C.F.R. §1630.2．
31 Ruth Colker, Federal Disability Law, West Academic (5th ed. 2016), 9495.
32 Id, at 95.
33 Id.
34 42 U.S.C. §12112．
35 29 C.F.R. §1630.2．
36 Colker, supra note 31, at 9091.
の態度を改めるため2008年，ADA の改正がなされた26。
障害概念については従来，機能障害を前提とした生活活動の実質的な制限が要件とされていた
が，改正法によれば，みなし障害の場合では必ずしも実質的な制限を伴わなくてもよいとする27。
もっとも，かかる場合，使用者には合理的配慮の提供は求められていない28。
2 適格性における「職務の本質的機能」の概念
適格性は，「合理的配慮の有無にかかわらず，個人が保持又は希望する雇用上の地位の本質的機
能を実施することができる個人」と定義されている29。適格性の要件の中心となるのは職務の本質
的機能であるが，ADA 第 1 編の実施について管轄する EEOC（Equal Employment Opportunity
Commission）によれば，職務の本質的機能とは，字句のとおり，職務に課されている任務の本質
的部分であり，周辺部分を含むものではない30。
ある職務の本質的機能が何であるのかという判断は使用者に委ねられる31。本質的機能の要件
は，生産基準を設定する使用者の経営判断であり，求職者，従業員さらには裁判所が代わりに判断
するものではなく，また使用者に対して雇用基準を下げることを求めるものでもない（例えば，使
用者が 1 分間に75文字以上の入力ができるタイピストを求めている場合，65文字のタイピングス
ピードでは不十分であると説明する必要はない)32。
もっとも，使用者には障害者を職務から排除する意図を有する特定のレベルを選択することは許
されていない33。また，障害者を排除するおそれのある適格性基準や採用試験である場合，それが
職務に関連し，かつ事業上の必要性と整合していない限り，差別に該当する34。
3 ｢合理的配慮の有無にかかわらず」という要素
EEOC は，適格性について，◯個人が保持又は希望する職位につき，必要な技能，経験，教育
その他の職務に関係する要件を満たし，◯その個人が，合理的配慮の有無にかかわらず，職務上の
本質的機能の実施が可能かという観点から検討している35。
この 2 段階からなる手続は，適格のある障害者であるか否かの判断に用いられるもので，第 1
段階は個人が職務の前提条件を満たすか否かを判断するためのものであり，第 2 段階は合理的配
慮の有無を問わず個人が職務の実施をできるか否かを判断する36。この判断に際しては，その当時
――
37 Id, at 91.
38 29 C.F.R. §1630.2．
39 Colker, supra note 31, at 103.
40 29 C.F.R. Pt.1630, App. §1630.9, see ``Not Making Reasonable Accommodation''.
41 Mark C. Weber, Understanding Disability Law, Lexis Nexis (2nd ed. 2012), 50.
42 Id.
の個人の能力を基礎にして適格性が判断されるべきであって，将来の職務が実施できなくなること
の推測又は健康保険料や労働者の補償費用などの増加への危惧は基礎とすべきではない37。
EEOC は，合理的配慮について，◯適格性を有する求職者に対し，同人が希望する職位につい
ての求職手続を可能にする変更若しくは調整を行うこと，◯職務の本質的機能を実施することがで
きる障害を持つ個人に対し，保持若しくは希望する職位のもとで職場環境，習慣若しくは周囲の事
情について可能にする変更若しくは調整を行うこと，又は，◯障害を持つ従業員に対して，障害を
持たない従業員が享受する同等の利益若しくは特典を，享受できることを可能にする変更若しくは
調整を行うことであるものと定義している38。EEOC が示す合理的配慮は例示列挙であって，この
列挙された配慮のリストは，網羅的ではないのみならず，いかなる状況においても当該配慮が「合
理的」である必要はない39。なお，解釈指針では，合理的配慮の義務は，使用者に対し，原則的に
は労働者の使用する個人的なアイテム（メガネ，車イス，義肢）を提供することまで求めていな
い40。
ところで，適格性の判断には潜在的に混乱しかねない問題をはらんでいる。
それは，合理的配慮が適格性の要件（差別から保護される対象）と「何が差別であるのか」とい
う要件の 2 つの区分されたパートに見られることである。原告が合理的配慮の提供がなされなか
ったという主張を行う場合，この論点は 2 度にわたって―最初は原告が法の保護される者に当
たるのか，2 つ目は被告の原告に対する差別の事実について，原告が職務の本質的機能の実施がで
きるようアクセシビリティの基準やルールの変更を行うことをしなかった証明に際して―登場す
る。これは，被告の立場からすれば，適格性を争う場合，配慮の不提供の事実を認めるという点で
不利益な陳述をすることになる41。また，適格性の判断において，「過度な負担」の論点（本来で
あれば，障害を理由とする差別の主張に対する抗弁の主張）が生じるかどうかについても法律では
言及されていないため，問題がより複雑となる42。
このように適格性の判断は，職務の本質的機能を探求して特定したうえで，障害を持つ労働者が
その本質的機能の実施ができない場合であっても，合理的配慮の提供を受けて実施ができるのであ
れば適格性を満たし，ADA の保護を受けることができるという段階的なものとなっている。
リハビリテーション法に関する判例であるが，Alexander v. Choate, 469 U.S. 287（1985）では，
「誰が『資格のある個人』であり，どのような行為が『差別』を構成するのかという問題は，一つ
のコインの両面のようなものである。すなわち，究極的な問題は，障害者のニーズに関し，当該プ
ログラムにおける合理的な変更の作出が要求される保障の範囲である」と判示するように，誰が法
――
43 解釈指針では，「一般に，再配置は，労働者の現在の職務に対して合理的配慮を提供することが過度な負担
となる場合にのみ検討すべき」としており（29 C.F.R. Pt.1630, App. §1630.2，see ``Reasonable Accom-
modation''），再配置の場合であっても，本来的には労働者に本質的機能の実施ができることが必要とされて
いるものと解されているといえるだろう。
44 Margaret C. Jasper, The Americans with Disabilities Act, Oxford University Press (2nd ed. 2008), 10.
45 Weber, supra note 41, at 6263.
46 Jasper, supra note 44, at 10; see also Colker, supra note 31, at 103104.
47 浅香吉幹『アメリカ民事手続法（第 3 版）』144頁（弘文堂，2016）。
48 田村陽子「アメリカ民事訴訟における証明論」199200頁（立命館法学339・340号，2011）。
49 小石原尉郎『差別禁止の法理論―米国の雇用差別禁止法理の研究』2425頁（信山社，1994）。
によって保護されるのかという問題と差別禁止の問題の両者は密接に関わり，かつ個別的相対的で
あるとの指摘ができよう。
他方で，障害を持つ労働者が本質的機能の実施ができない場合，本来であれば使用者は合理的配
慮の提供を行う必要はない。
もっとも，EEOC は「空位のポストへの配置転換｣43 としての合理的配慮を肯定しており44，必
ずしも理論的には一貫していないようにもみえる。
連邦最高裁は，現在の職務の本質的機能を果たせない労働者に対する「空位のポストへの配置転
換」が合理的配慮として他の従業員に優先して肯定されるのかということが争われた United
States Airlines, Inc. v. Barnett, 535 U.S. 391（2002）において，「法は，不自由なく享受できる障
害のない者と同じ職場の機会を獲得するため，障害のある者にとって必要となる『合理的配慮』と
いう形態において優先を求めている」と判示した。使用者側の視点に基づけば，合理的配慮が優先
権（preferences）のようにも見えるだろう45。もっとも，適当で利用できる職位がない場合，使用
者は，障害を持つ労働者のための職位を用意する必要はない46。
 「適格性」をめぐる訴訟
1 合理的配慮の不提供にかかる一応の証明（prima facie case）
Prima facie case は，アメリカの民事訴訟の立証程度において「一応の証明」といわれ47，主張
事実が一応確からしいという状態を作り出した場合，そのように事実認定してもらう資格ができ，
そのうえで説得責任を果たしたかどうかを判断してもらうことになる状態とされる48。障害差別禁
止に関する訴訟においても原告の初期の立証責任として捉えることができる49。
2 原告に課される一応の証明についての要件
 Rodal v. Anesthesia Group of Onondage P.C., 369 F.3d 113（2nd Cir. 2004）などの複数の
裁判例では，合理的配慮の不提供の訴訟において，原告は，次の要件について一応の証明の立証責
任が課せられていることを前提とする。
原告が ADA の定義内の障害を持つこと
使用者が ADA の適用を受ける者であり，原告から障害についての告知を受けたこと
――
50 あわせて同判決では，原告がこの点の立証責任を果たした場合，被告においては当該配慮の不合理性や過度
な負担であることを積極的に抗弁として立証責任を負担とすることになると判示している。
51 42 U.S.C. §12112 ．
52 29 C.F.R. Pt.1630, App. §1630.9, see ``Process of Determining the Appropriate Reasonable Accommoda-
tion''.
53 Colker, supra note 31, at 102.
54 29 C.F.R. §1630.2．
合理的配慮を受ければ，原告が職務の本質的機能の実施が可能であったこと
使用者が上記配慮の提供を拒んだこと
 Geuss v. Pˆzer, Inc., 971 F.Supp. 164（E.D.Pa.1996）において，裁判所は，労働者に対し，
申し出た配慮の内容が効果的であること（配慮によって職務の実施ができることなど）の一応の証
明をしなければならないとする50。
このため原告はどのような勤務配慮が自身にとって合理的であったかという立証責任を負うが，
合理的配慮の具体的内容を特定する関係で，原告は合理的配慮の実現の過程についてのいくつかの
ポイント（労働者からの配慮の申し出，労使間の配慮の実現に向けたインタラクティブ・プロセス
の過程，障害に関する文書の提示など）を踏まえて立証する必要がある。
ア 労働者からの配慮の申し出
ADA の文言上，「既知の身体的又は精神的な制限」と規定しているだけで労働者からの申し出
という文言を明示していないが51，EEOCの解釈指針においては，申し出を要求している52。
Taylor v. Phoenixville School Dist., 184 F.3d 296, 313（3rd Cir. 1999）では，「使用者は，労働
者が障害者であり，配慮を必要としていることを推定できない」ので，労働者からの申し出が必要
であるとしているが，その申し出の方法については「ADA のもとでの重要なことは，申し出の手
段についての形式ではなく，むしろ労働者が・・・使用者に十分な情報を提供しているか否かであ
って，当該状況の下では，使用者は，労働者を有して配慮を求めていたと知っていたことを明確に
いえるであろう」と判示した。
このように，使用者が認識又は認識し得る労働者の障害及びその障害のための配慮要求について
合理的配慮の提供義務が生じるが，使用者にとって認識し得ない障害に対して合理的配慮を提供す
る義務まで負うものではない53。
イ インタラクティブ・プロセスの過程
EEOC は合理的配慮の実現にあたって，適切な合理的配慮の決定に際して配慮を必要とする従
業員との非公式のインタラクティブ・プロセスを開始することが使用者にとって必要であること，
このプロセスは障害に起因した制限を正確に識別し，当該制限を克服する可能性のある合理的配慮
を判断すべきことを示している54。
そして，解釈指針では，障害のある適格性を有する個人から合理的配慮の提供についての申し出
があったとき，使用者は，適切な合理的配慮を決定するための合理的な努力を行わなければなら
――
55 29 C.F.R. Pt.1630, App. §1630.9, see ``Process of Determining the Appropriate Reasonable Accommoda-
tion''.
56 42 U.S.C. §12203．
57 Mark C. Weber, Disability Harassment, New York University Press (2007), 10.
58 42 U.S.C. §12203．
59 Weber, supra note 57, at 43.
60 Lisa Eichhorn, Hostile Environment Action, Title , and the ADA: The Limits of the Copy-and-Paste function,
77 Wash. L. Rev. 575（2002), 599.
61 Colker, supra note 31, at 125126.
62 EEOC Enforcement Guidance: EEOC Enforcement Guidance on Retaliation and Related Issues, available at
https://www.eeoc.gov/laws/guidance/retaliation-guidance.cfm (last visited 2018/8/6), see ``ADA INTER-
FERENCE PROVISION―example 27―''.
63 Colker, supra note 31, at 132.
ず，また適切な合理的配慮は，使用者と労働者との間の柔軟でインタラクティブ・プロセスを通じ
て最も適切に判断されるとしている55。
Bultemeyer v. Fort Wayne Community Schools, 100 F.3d 1281 (7th Cir.1996）では，「いずれの
当事者も，責任を回避する又は押し付けることを目的として，このプロセスの破壊を惹起すること
はできない。むしろ裁判所は，特定の配慮が必要であると決める当事者を手助けするはずの他方当
事者の不誠実な対応やその兆候を確認すべきである。インタラクティブ・プロセスを妨害又は遅延
させる当事者は誠実な行動をしていない。申し出や回答について，コミュニケーションを取らない
当事者もまた真摯な行動ではない。本質的に，裁判所は，手続の失敗の原因とそれによる責任の分
配を区別することを試みるべきである」と判示した。
ところで，ADA は，同法によって保護されている権利を行使若しくは享受する者（行使した者
及び享受した者を含む）又はこれらの者に支援や奨励をする者に対する強制，威迫，脅迫又は干渉
を禁止する56。
この点，ADA は，連邦政府がとりわけ障害を根拠とするハラスメント―ディスアビリティ・
ハラスメント―に対する法的救済を用意し，損害賠償や差止めを裁判所によって発令することで
過去の違反行為や将来の違反について補償を行うことを企図したものという見解がある57。ADA
が公民権法第 7 編の報復行為の禁止と同様の規定58 ばかりではなく，上記規定をも設けている59。
これは，社会的構造のパラダイムが障害者の不快な環境に直面する問題の中心へと転換するなか
で，障害を基礎とする差別の性質の新しい理解に立脚するものであるとされている60。
そして，この規定を根拠に，使用者は，障害を持つ労働者に対してハラスメントフリーの職場環
境を提供する義務を負うという指摘もあり61，EEOC の実施手引においてもインタラクティブ・プ
ロセスを誠実に行わない場合，「干渉」に当たり得るとする62。他方で，合理的配慮の提供をしな
かったけれども，インタラクティブ・プロセスを誠実に実施した使用者は損害賠償義務を負わな
い63。
――
64 42 U.S.C. §12112．
65 29 C.F.R. Pt.1630, App. §1630.9, see ``Not Making Reasonable Accommodation''.
66 42 U.S.C. §12111．
67 29 C.F.R. §1630.2．
ウ 配慮の必要性に関する文書の提示
使用者は，労働者からの障害に対する配慮の申し出を契機として，インタラクティブ・プロセス
に向けた義務を履行しなければならない。
その一方，ADA は，使用者に対し，原則として労働者が障害を持っているか否かについての調
査や検査を禁止している64。障害のなかには精神障害や内部障害など外部からは認識しづらい症状
も存在するため，使用者にとっては合理的配慮の提供にあたってジレンマに陥ることがある。そこ
で，使用者は，配慮の要求の必要性が明らかではないとき，合理的配慮の提供に先立って，障害を
持つ個人に対して配慮の必要性に関する文書の提示を求めることができるものとされている65。裁
判例では，Miller v. National Casualty Co., 61 F.3d 627（8th Cir. 1995）において，合理的配慮の
申し出をしたにもかかわらず医学的な文書の提示をしなかった労働者に対し，当該文書の提示を繰
り返し求めていた使用者を勝訴させた原審の判断を維持した。
Bultemeyer 判決を踏まえて考えれば，障害を有して配慮を必要とする労働者と当該労働者の障
害とその配慮を認識した使用者は，いずれもが協働して合理的配慮の実現に向けて誠実にインタラ
クティブ・プロセスを行わなければならず，配慮の必要性に関する文書（医学的文書を含む）の提
示はインタラクティブ・プロセスを支える重要な位置づけが与えられよう。
3 適格性の具体的認定
ある職務の本質的機能が何であるのかについての判断は使用者に委ねられている。この認定にあ
たっては求人広告や求職者に対する面接に先だって文書で職務内容を作成していた場合，それらの
書面が職務の本質的機能に関する証拠として考慮される66。その他の考慮要素として，◯就職説明
書や求職者に対するインタビュー，◯職務の実施に要する時間，◯職務の実施を在職者に要求しな
いことの重大性，◯団体協約の条件，◯過去の在職者の職務経験，◯類似の職務をしている在職者
の現在の職務経験が挙げられる67。もっとも，職務の本質的機能の特定は非常に複雑である。
Taylor v. Rice, 451 F.3d 898（D.C. Cir. 2006）は，Barnett 判決の「配慮は，『表面的に合理性
のあるもの，すなわち，一般的で，多くの事案の実施の中におけるもの』であろうし・・・又は
『適用されると合理的かもしれない，すなわち，当該事件の特定の事実関係におけるもの』でもあ
るだろう」という判旨を引用し，本質的機能の特定は固有の事実問題であると判示した。
以下では，本質的機能についてどのような判断がなされているのか，いくつかの裁判例を取り上
げたい。
――
 Hypes v. First Commerce Corp., 134 F.3d 721 (5th Cir. 1998).
ア 事案の概要
ディヴット・L・ハイプス（原告・控訴人）は，1993年 2 月から1994年12月31日まで，被控訴
人（被告）のもとで勤務をしていた。ハイプスは，当初，ローン審査の分析を行う職務に従事して
いたが，1994年 4 月に商業配置替えとして別部署に異動し，すぐに同部署でのチームリーダーと
なったが，同月以降，適正な申告なく欠勤や遅刻が継続した。
8 月 5 日，ハイプスは慢性閉塞性肺疾患と診断され，15日には入院をし，一定期間の休職をした。
ハイプスは，9 月13日に職場復帰をし，翌日上司との面談をした。この面談において，ハイプス
は午前の遅い時間帯にネクタイの着用なしで勤務するという配慮を求めた。しかしながら，彼の主
治医の意見は彼の能力には制限がないとしたものであったので，上記配慮は否定され，その後もハ
イプスは，彼の配慮に沿った医学的文書の提出ができず，職場復帰後も欠勤や遅刻を繰り返したと
ころ，被控訴人は，看過できない説明できない長期間の欠勤を理由としてハイプスを解雇した。
ハイプスは ADA 違反などを理由に提訴したが，原審は，被控訴人のサマリージャッジメントの
申立てを認め，ハイプスの請求を排斥したので，ハイプスが再審理の申立て（motion to recon-
sider）を行なったが，これも認めなかったため，ハイプスが控訴した。
イ 判断（原審維持）
裁判所は，ハイプスの看過できない長期間の欠勤が彼の障害と関連して，被控訴人がこれを知り
ながら解雇したのであれば，長期間の欠勤はハイプスの障害を口実や見せかけにしたものでハイプ
スの主張が議論できるものといい得るが，そのためにはハイプスが適格性を有しなければならない
と指摘したうえで，次のとおり判断した。
ハイプスは，彼の職務の適格性を欠くものである。なぜなら，原審が適法に結論づけたもので
あるが，職務の本質的機能は，ハイプスがオフィス内で規則正しくチームのメンバーとして，可能
な限り通常の就業時間に近いものとして，かつ彼のスケジュールのすべてに及んでいること，フ
レックスタイムの配慮があったとしても，ハイプスは午前中に十分に出勤することができないか，
しばしば職務の本質的機能を果たすことができなかった。証拠によれば，当該職務は，自宅では行
うことはできない種類であることがうかがわれる。ハイプスの職務は，会社から持ち出すことがで
きない様々な部外秘のローンに関する文書を取り扱うものである。さらに彼は，チームの構成員で
あり，すべてのメンバーと対面をせざるを得ない重要な役割であった。
なお，傍論ではあるが，「多くの裁判例では，規則正しい職場への出勤はほとんどの仕事の職務
の本質的機能である」と判示している。
 McMillan v. City of New York, 711 F.3d 120 (2d Cir. 2013).
ア 事案の概要
ロドニー・マクミリアン（原告・控訴人）は，統合失調症を抱えていたが，服薬管理によって仕
事に就いていた。彼は20年近く被控訴人（被告）の関連部署等で勤務しており，2008年当時，彼
――
は毎日のようにクライアントとオフィスで面談をしていた。
被控訴人には午前 9 時から午前10時までの間に出勤することを許容するフレックスタイムの勤
務方針があり，エレベーターの待ち時間等のために午前10時15分までに出勤しない限り，遅刻と
は判断されなかった。また遅刻の場合，上司によって承認・不承認を受けるが，承認されたときに
は年次休暇，病気休暇のほか，時間外労働という「貯蓄した時間（banked time）」を適用するこ
とができた。
2008年のある時期まで，マクミリアンはしばしば午前11時以降に出勤していたが，この遅刻は
明示又は黙示に承認されていた。ところが，遅刻が承認されないことになったことで，マクミリア
ンは上司に対して出勤時間を遅くして勤務時間を午後 6 時以降も行うことを提案したが，午後 6
時以降は監督者が不在であることなどを理由に拒否された。
2008年 6 月 9 日には監督者会議が行われ，その際，マクミリアンの遅刻が投薬によることを確
認され，10月及び12月には彼の精神科医が投薬スケジュールを変更すべきではないという書簡を
提出した。
マクミリアンは，2009年 5 月 8 日に遅刻を理由とするペナルティを受け，12月には長期間にわ
たる遅刻に対する懲戒処分を受けたうえ，2010年 3 月には職務不良を問われ，4 月22日，この手
続において雇用の終了を勧告された。
マクミリアンは ADA 違反等を理由に提訴したが，原審は，被控訴人のサマリージャッジメント
の申立てを認め，マクミリアンの請求を却下した排斥したため，彼は控訴した。
イ 判断（原審破棄差戻し）
裁判所は，物理的な出勤はすべての雇用の本質的機能ではなく，時宜を得た出勤（timely ar-
rival）は通常，本質的機能であるけれども，依然として被申立当事者（non-moving party）にとっ
て有利にうかがわせる事実固有の審査をも実施しなければならないと判示した。
そして，裁判所は，提出された記録によって特定の時間に出勤することがマクミリアンの職務の
本質的機能と判断することはできず，さらに彼が遅く仕事をすることについて「貯蓄した時間」を
用いる手段を講じて，出勤を遅らせることの可能性があったことを指摘した。
 Linda Solomon v. Vilsack,763 F.3d 1（D.C. Cir. 2014).
ア 事案の概要
リンダ・ソロモン（原告・控訴人）は，1997年から農務省の部局の予算アナリストとして働き，
2003年には上司から優れた業績評価を受けたことがあった。
ソロモンは1980年代からうつ病を有していたが，2003年後半以降に再発した。増悪期には，彼
女は通常の仕事スケジュールをこなすことが困難で，午後まで起き上がれることができないほどの
状態であった。小康状態であっても，彼女は午後ではなく午前中に仕事をして，一時期にはかなり
早い時間に退社していた。しかし，増悪時期でもソロモンはすべての仕事を続け，すべて完了させ
ていた。このため，彼女は通常の勤務スケジュールの休憩時間は取らず，終業時間後にも無給で時
――
68 アメリカ合衆国の人事管理局の提案する maxi‰ex work schedule は，例えば，常勤の労働者の場合，隔週で
80時間の基本的な仕事の要件を満たすとき，機関が設定した範囲内で労働者が自分のスケジュールを決定す
ることを許容にするものと定義される（U.S. O‹ce of Personnel Management Pay & Leave Reference
Materials: Handbook on Alternative Work Schedule, available at https://www.opm.gov/policy-data-
oversight/pay-leave/reference-materials/handbooks/alternative-work-schedules/ (last visited 2018/8/7),
see ``Deˆnitions''.）。
間外労働を行っていたこともあった。当時の上司は，ソロモンが変則的な勤務であったことを知っ
ていたが，とりわけ問題視しなかった。
2004年 2 月，執務室にプライバシー用カーテンを掛けることについてのソロモンの申し出は許
容されたが，同時期に彼女は，休憩時間を取れなかったことを理由として雇用機会均等法（EEO）
の苦情申出を行ったことから上司との関係が悪化した。
3 月，ソロモンは，上司に対し，代替的な勤務スケジュール（maxi‰ex schedule68）の申し出を
行い，また主治医の作成した診断書を提出した（診断書には慢性うつ病，不安，不眠症を主訴と
し，「彼女の治療に役立つ柔軟な勤務スケジュール」を求める内容の記載があった。）。
EEO の苦情申出は奏功しないまま，4 月 6 日，ソロモンは上記配慮を拒否された。
4 月27日，ソロモンは体調が優れないので，遅く出勤して午後 6 時以降にも働くことを考えてい
たが，上司によって禁じられた。その後も，ソロモンは，午後 6 時以降の勤務が禁じられ，上司
から合理性を有する医学的な書面の提出をするまで休暇ではない欠勤扱いがなされた。
5 月及び 6 月，ソロモンの主治医が，上司に対し，彼女の精神症状についての意見を述べ，パー
トタームであれば復帰できると説明した。ソロモン自身も上司に対して交渉を続け，5 月26日，
パートタイムスケジュールの在宅勤務を求めたが，この配慮は否定された。
2005年 1 月に退職したソロモンは，総務省長官を被告として，上記配慮の不提供がリハビリ
テーション法違反などに当たることを理由として提訴した。原審はサマリージャッジメントを行
い，農務省を支持し，maxi‰ex schedule は不合理な配慮要求であると認定し，原審はソロモンの
主張する報復請求（retaliation claims）を棄却したため，ソロモンは控訴した。
イ 判断（原審の一部破棄，一部差戻し）
裁判所は，特定のタイプの配慮が合理的であるか否かは一般的に前後関係及び事実固有の審査に
よって決定されるものであって，特定のタイプの配慮が類型的に法律問題として不合理とされるの
は稀であり，本件も例外ではないと一般的な説示のうえ，ソロモンの仕事は「タイトで，予期せ
ぬ，動かせない締め切り」を含んだ職務の本質的機能であるとの被控訴人の主張に対し，ソロモン
が実際に争点となった期間を通じて締め切りを徒過したことがないことで，柔軟なスケジュールは
可能であったと認定した。
 EEOC v. Ford Motor Co., 782 F.3rd 753（6th Cir. 2015).
ア 事案の概要
過敏性腸症候群の障害を有する被控訴人の従業員であったジェーン・ハリスは，粗鋼の再販バイ
――
ヤーとして勤務していた。ところで，再販バイヤーは，粗鋼を鉄鋼サプライヤーから購入してスタ
ンパーと呼ばれる部品サプライヤーに再販するという業務で，両者の仲介をするものとして相互作
用的な取引を必要とした。この相互作用的な取引では，電子メールや電話などでも対応できたもの
の，実際に顔を合わせる対面取引のスキルも必要とされ，また再販バイヤーはスタンパーやその他
の被控訴人の従業員と同一の建物で作業することも求められていたので，被控訴人の判断では，再
販バイヤーは，高レベルのインタラクティブ性とチームワークが要求され，「規則正しく予測でき
る職場への出勤」が本質的機能であった。
ハリスは，過去には勤勉であるなどで被控訴人から表彰されたことがあったが，次第に評価を下
げ，2008年には下位10にまで悪化した。2008年は週に平均1.5営業日の欠勤をし，2009年には出
勤日よりも欠勤日の方が多いという状態であり，出勤していた日であってもしばしば遅刻又は早退
をするという状態であった。このため，ハリスの不足を彼女のチームメイトが補うという事態であ
った。
ハリス自身は過敏性腸症候群のため，コントロールできない下痢や大便失禁に悩まされ，1 時間
を続けて車の運転をすることができない状況で，彼女の症状はストレスによって悪化するという悪
循環に陥っていた。
被控訴人は，ハリスに対し，40時間のフレックスと必要に応じた在宅勤務ができることを内容
とする「臨機応変な在宅勤務（telecommute on an ad hoc basis）」による代替的な勤務スケジュー
ルについて，1～2 か月間の試験期間を，2 回にわたって実施したがいずれも成功しなかった。ま
た，被控訴人は，同人が設計した疾病にり患している従業員の支援のための「職場ガイドライン」
に基づいて勤務配慮が行われたが，ハリスの出勤や障害を改善することはできなかった。
このようななかで，ハリスは，上記 3 つの試行では彼女の障害のための配慮は足りないことを
訴え，被控訴人に対して，必要に応じて週のうち最大で 4 日を自宅で仕事をするという勤務スケ
ジュールを求めた。
被控訴人は，ハリスが申し出た在宅勤務スケジュールを拒否したものの，職場内で彼女をトイレ
の近くに配置したり，在宅勤務に適した仕事を探すなど，他の方法での配慮を行うことの提案をし
たが，ハリスがこれを拒否した。
2009年 9 月10日，ハリスは被控訴人を退職し，2011年 8 月，EEOCは，ADA 違反に基づいて被
控訴人を訴えた。原審は，被控訴人にサマリージャッジメントの申立てを認め，EEOC の請求を
排斥したため，同人が控訴した。なお，控訴審でいったんは判決がなされたが，判決後の再審理
（rehearing en banc）が行われた。
イ 判断（原審維持，なお反対意見が付されている。）
裁判所では，一般的な準則と称して，規則正しい職場への出勤はほとんどの職での本質的機能で
あり，特にインタラクティブな職務に妥当して，ハリスの再販バイヤーの職務にも妥当するとし，
彼女の申し出た週に最大 4 日間の在宅勤務は不合理であると結論づけた。
――
69 Vera v. Williams Hospitality Group, Inc., 73 F.Supp. 2d 161（D.Puerto Rico 1999）は―ホテルの従業員で
あった労働者（精神病）の長期の欠勤に対する休暇の配慮に関する事案―「出勤と規則正しさの必要性の
基準は，各職位の状況に依拠するものである」として，長期欠勤が当該労働者を職務についての適格のない
ものとはしていない。Kvorjak v. Maine, 259 F.3d 48（1st Cir.2001）では―メーン州の失業サービス部門
などで就労していた労働者（脊椎二分症による歩行障害など）の申し出た在宅勤務に関する事案―EEOC
の実施手引に言及して，合理的配慮として在宅勤務を否定した裁判所は，特定の職位についての個人的な契
約，双方向の対話，調整が必要であるという証拠に焦点を当てているとした。
また，科学技術の進歩によって労働者は自宅でも働くことができ，そのためハリスには適格性が
備わっているという EEOC の主張に対して，裁判所は抽象的な主張にとどまり，本件において適
確な証拠が示されていないとした。
さらに，本質的機能の特定につき，裁判所は，使用者の言辞のみによるものではないとして，例
えば，消防署が，ある消防士に対して定期的に消防車の運転を控えることを許容し，別の障害を持
つ職員が消防車を運転することについての同様の配慮を行うことを拒否した場合，消防車の運転が
職務に必須かどうかが真の事実問題とされる可能性があるが，雇用慣行に反することもあり得る。
裁判所は，使用者の明示した判断に対して無条件に従うのではなく，使用者の設定した基本的な職
務の機能に関連する要因を考慮して決定するものであると判示した。
4 勤務時間と在宅勤務に関するいくつかの裁判例を取り上げたが，事件と～事件とを比
較してわかるように，近時では，職務の本質的機能の特定にあたり，勤務時間や職場への「規則正
しさ」はほとんどの職に要求されている。またその際，裁判所は，労働者の持つ障害のための配慮
の内容がその職務での従前の労働者の成果によって業務に支障ができるか否か，会社の支援策・代
替策，労使間のインタラクティブ・プロセスなどの経過などの諸要素を考慮して，より事実問題と
して決定するという態度を取っていることが確認できるだろう69。
 日本法への示唆
1 ADA の簡単な確認
ADA は，「適格性」を有するという要件を設け，障害を持っているものの職務を遂行できる能
力を有する労働者に対して，合理的配慮の提供を受ける権利を付与して，他方で適格性がなくとも
合理的配慮を提供する場合があり得る（前記及び）。
そして，合理的配慮は，労働者の申し出を契機として，労使間のインタラクティブ・プロセス
―使用者にはディスアビリティ・ハラスメントとならぬよう対話を尽くし―を経て醸成・実現
され，訴訟における本質的機能の特定にあたってはこれらの事情が重要な要素となっているといえ
る（前記）。
2 日本での展開
 労働契約は，労働者が使用者に対して労務の提供をし，使用者がこれについて賃金を支払う
双務契約であるが（労働契約法 6 条），判例は，職務限定なく中途障害を抱えた労働者の場合，従
――
70 土木建設の設計等を行う会社（被上告人）に勤務する労働者（上告人）は，建築工事現場において現場監督
業務に従事していた折，バセドウ病にり患したことで，いったんは自宅治療命令を発せられたが，事務作業
はできると申し出たところ，被上告人が自宅治療命令を持続したため，上告人が自宅治療命令による不就労
期間の賃金等を請求した事案。
71 東京高判平成18年 3 月22日労反919号59頁（神奈川都市交通事件），東京地判平成23年 2 月 9 日判タ1366号
177頁，東京地判平成24年12月25日（X 社事件），東京地判平成27年 5 月28日労判1162号73頁（日本ヒュー
レット・パッカード事件），東京地判平成29年11月30日労経速2337号 3 頁（東京電力パワーグリッド事件）
などがある。
この点，東京地判平成27年 7 月29日判時2279号125頁（日本電気事件）は，復職にあたって後段部において
片山組事件を引用しているものの，前段部では「原告と被告の労働契約における債務の本旨に従った履行の
提供がある場合をいい，原則として，従前の職務を通常の程度に行える健康状態になった場合，又は当初軽
易作業に就かせればほどなく従前の職務を通常の程度に行える健康状態になった場合をいうと解される」と
して，東京地判昭和54年 3 月27日労経速1010号25頁（アロマカラー事件）や東京地判昭和59年 1 月27日判
時206号147頁（エール・フランス事件）を意識した判旨をしており，職務限定のある労働契約では復職の要
件を狭く解釈しているきらいがある。
72 小西康之「精神疾患を有する者に対する病気休職期間満了による解雇の適法性」ジュリスト1295号232頁。
73 青野覚「私傷病と労務受領拒否」村中孝史ほか編『労働判例百選 8 版』別冊ジュリスト197号55頁。
74 バス運転士が，腰椎椎間板ヘルニアをり患し，神経因性膀胱直腸障害（排尿・排便異常）等の後遺障害が残
ったところ，復職後に勤務先から勤務シフト等において勤務配慮を受けていたが，勤務先の会社分割に伴い
勤務配慮を受けることができなくなったことから，従前に受けていた勤務配慮以外での勤務をする義務のな
い地位確認を求めた事案。
前の業務の労務提供ができなくとも一定程度以上の能力が備わり，労務提供の申し出をしていれ
ば，当該労働者は反対債権である賃金請求権を有し得るものとしている。
すなわち，片山組事件（最一小判平成10年 4 月 9 日労判736号15頁)70 では，「労働者が職種や業
務内容を特定しないで労働契約を締結した場合，実際に就業を命じられた特定の業務について労務
の提供が完全にはできないとしても，労働者の能力，経験，地位，企業の規模，業種，労働者の配
置・異動の実情や難易度等に照らして，その労働者を配置する現実的可能性があると認められる他
の業務について労務の提供をすることができ，かつ，その提供を申し出ているならば，労働契約に
従った労務の提供をしていると解される」として，中途障害者であったとしても職務の遂行能力を
伴うのであれば，賃金請求権を失わないものという最高裁の枠組みを定立し，後続の下級審もこれ
を踏襲している71。
片山組事件以降，「治癒」していることを復職の不可欠の要件として位置づけず，従前の業務に
復帰できない場合であっても，当該労働者を配置可能な業務に配置することを使用者に要請する裁
判例も多く，同事件以降の裁判所の判断枠組みを前提とするならば，「治癒」を復職要件として第
一義的に位置付ける実益はそれほど大きくないとの評価があり72，また，使用者の労働力配置の広
範な自由の存在との均衡上，労働者の生活確保の要請の観点から使用者の配慮をどこまで求めうる
かという枠組みから検討を加えて一定の判断基準を提示したとの指摘もある73。
次に合理的配慮の不提供に関する判断枠組みを提示した，現在のところ唯一ともいえる裁判例と
して，阪神バス（勤務配慮）事件（神戸地尼支判平成24年 4 月 9 日判タ1380号110頁)74 を確認し
――
75 この決定後の阪神バス（勤務配慮・本訴）事件（神戸地尼支判平成26年 4 月22日労判1096号44頁）がある
が，同判決は，従前に勤務配慮が労働条件となっていたと認定したうえで，この労働条件を廃止した取り扱
いを無効とした。これは，阪神バス（勤務配慮）事件の論点の設定とは若干異なり，合理的配慮の（不）提
供についての判断枠組みをしたものとはいえない。
76 長谷川珠子「身体障害を有する従業員に対する勤務配慮打切りと障害者差別阪神バス（勤務配慮事件）」ジ
ュリスト1457号123頁・山田省三「身体障害のある運転士に対する従前の勤務配慮義務の存否とその内容」
労働判例1064号 8 頁。
77 山田・前掲注(76)10頁。
78 洪性　「障害者の勤務に配慮すべき義務を認めた例」民商148巻 1 号112頁。
79 一定程度の就労能力がなかったとしても，障害者の雇用の安定化を図るため（障害者基本法19条 2 項），使
用者の裁量によって合理的配慮の提供を受ける利益は当然に残されている。
たい75。
同裁判では，従前に存在した勤務配慮を廃止することが公序良俗又は信義則に反する可能性があ
り得るとして，「勤務配慮を行わないことが公序良俗又は信義則に反するか否かについては，勤
務配慮を行う必要性及び相当性と，これを行うことによる債務者に対する負担の程度とを総合的
に考慮して判断をする」と判示した。
障害者雇用をめぐる従来の裁判例では，職務遂行能力欠如を理由とする普通解雇の有効性や安全
配慮義務をめぐる事案が大半であるなかで76，障害者に対する合理的配慮論を差別論的アプローチ
によって採用した初の司法判断という指摘77 や，障害者差別が争点となったのは日本曹達（退職勧
奨）事件と阪神バス事件以外には見当たらず，そのうえ障害者の差別を肯定するにあたり公序良俗
又は信義則の違反の判断枠組みを提示したものであるという指摘がある78。
片山組事件と阪神バス事件との共通性としては，事実認定の範疇という指摘もあろうが，いずれ
も医学的な資料に基づいて機能障害を認定しているものの，労働能力について医学的評価（治癒や
緩解など）や医学的スケール（服薬管理が可能であることなど）をその評価に結びつけていないと
いう点である。とりわけ医学的評価は，司法判断にあたり，職務を行う上で疾病の再発や増悪の予
防に対して有用な示唆を与えるものであることに疑い余地はないが，必ずしも労働者が当該職務遂
行を行うことの評価基準としては適切なものではないことを自覚する重要な視座であると考えられ
る。
 検討
合理的配慮を規定する雇用促進法では ADA のような適格性に関する明文の規定はないものの，
片山組事件の判例法理からすれば，職務限定なく中途障害を抱えた労働者の場合，具体的現実的な
一定程度の能力が要求しており，また前記阪神バス事件で示された利益衡量によれば，合理的配慮
が，使用者の過重な負担を検討する前段階から勤務配慮を行う必要性と相当性のなかで検討されて
いることからすれば，ADA の適格性と共通の素地を有すると考えることができよう79。
合理的配慮の提供につき最も難解であるのが，その内容の特定の問題である。訴訟で合理的配慮
が論点となるとき，法律要件分類説80 を前提として雇用促進法の規定を検討するならば，その要件
――
80 司法研修所『増補民事訴訟における要件事実第一巻』56 頁（法曹会，1986）によれば，法律効果の発生要
件は，客観的に実体法の各法条が規定しているところ，訴訟当事者は自己に有利な法律効果の発生要件事実
について立証責任を負うとされている。
81 平成27年厚労省告示第117号。
82 川島聡「差別解消法と雇用促進法における合理的配慮」川島聡ほか『合理的配慮 対話を開く，対話が拓く』
（有斐閣，2016）53頁では，合理的配慮のプロセスについて，事後的性格，個別的性格，対話的性格を有す
るとし，事後的性格とは，合理的配慮の提供プロセスを開始しなければならない契機は，社会的障壁の除去
に関するニーズを有する特定の障害者個人が現実に存在することを認識した後であって，具体的なニーズを
有する特定の障害者が現に存在する前にその者が将来現れる事態を見越して前もって現状を変更しておく性
格（事前的性格）ではないという。
83 とりわけ労働者からの申し出を契機としない場合においてインタラクティブ・プロセスは，使用者にとって
のギミックとなるおそれが指摘できる。すなわち，雇用促進法36条の 4 第 1 項が労働者の「意向を十分に尊
重」すると漠然とした規定であるため，インタラクティブ・プロセスが使用者を主体とする一方的なプロセ
スとなりやすく，少ない合理的配慮の選択肢について労働者が応じざるを得ない状況を作出する可能性があ
ったり，充実した話し合いの表向きな理由で長時間の密室でのやり取りを許容しかねないだろう。そして，
インタラクティブ・プロセスが使用者にとって「過重な負担」という明文上の規定以外の抗弁となり得る可
能性もあるだろう。さらに，雇用率制度のある日本では，使用者がインタラクティブ・プロセス名目での，
雇用促進法37条の対象障害者探しを行う言い訳を許容することになり得ることも考えられるだろう。
84 もっとも，使用者が応答義務を誠実に果たさない場合，損害賠償請求といったペナルティが課されることは
あり得る。
事実は ADA での prima facie case の立証とも合致して，「申し出」と「インタラクティブ・プロ
セス」が重要な要素となるだろう。
「申し出」については，雇用促進法上，求職手続の合理的配慮には存在するが（36条の 2），採用
後には規定がない（36条の 3）。しかしながら，採用後であっても，合理的配慮指針（第 3，2)81
では，採用後であっても，「障害者は，事業主からの確認を待たずに・・・申し出ることが可能であ
ること」に言及していること，使用者は合理的配慮の提供について障害を持つ労働者の意向を十分
に尊重しなければならないとすること（36条の 4 第 1 項）を考え合わせると，採用後であっても，
申し出を要素とすべきであるというべきである82。むしろ採用後の規定には，労働者の合理的配慮
の請求権のほかにも，使用者がディスアビリティ・ハラスメントを生じさせない職場環境を調整す
る義務をも包含している規定としているものと解するべきであろう。
「インタラクティブ・プロセス」は，雇用促進法36条の 4 第 2 項の「適切に対応するために必要
な体制の整備その他雇用管理上必要な措置」に当たるものであって，多様な障害のもとで一義的に
は決定できない労働者のニーズと使用者側の提供可能な勤務配慮を模索するうえで，使用者に個別
の申し出を契機としてディスアビリティ・ハラスメントの防止義務に基づいて個別的な応答義務を
導出するものと解すべきではなかろうか83。
こうして，合理的配慮の法的構造につき，労働者からの勤務配慮の申し出を合理的配慮の請求権
として位置付け，この請求について使用者は応答義務を負い，インタラクティブ・プロセスを通じ
て合理的配慮が具体化される結果，特定の法的地位を獲得するものと考えられるだろう。裁判所の
関与は，従来的である金銭賠償という事後的紛争解決を念頭にするものではなく84，合理的配慮が
――
85 長谷川・前掲注(22)186頁。
86 労働審判，民事調停のいずれも非公開であって（前者につき労働審判法16条，後者につき民事調停法22条・
非訟事件手続法30条），労働審判委員会や調停委員会を介して行う対話型プロセスであるところ，インタラ
クティブ・プロセスに合致するといえる。もっとも，実務上，労働審判では回数制限があるため（労働審判
規則27条），対話の充実化を損なわない改善が必要となろう。
87 神戸地判平成28年 5 月26日労判1142号22頁（学校法人須磨学園事件），岡山地判平成29年 3 月28日労判1163
号 5 頁（原田学園）など。
協働作用と将来志向であることを踏まえ，事前紛争予防としての機能が求められる85。そうする
と，裁判所では，公権的な判断である訴訟ではなく，労働審判や民事調停を活用することが望まし
いであろう86。
 むすびに代えて
本稿では，合理的配慮の請求権の存在を前提として，その請求権の法的性質を検討したが，大き
なところで 2 つの事項についての検討がなおも不十分である。
1 つは，ディスアビリティ・ハラスメントの根拠を十分に論じられていないことである。ADA
では，合理的配慮の不提供が差別としているが，また広く使用者には障害に関するハラスメントフ
リーの職場環境を提供することも求めていることから，ディスアビリティ・ハラスメントが ADA
に通底する概念であると考えられるものの，本稿では十分に論じることができていない。これに関
連してインタラクティブ・プロセスとディスアビリティ・ハラスメントとの関係性についても，十
分に触れることができていない。
もう 1 つは，障害を持つ労働者の意思に反した，勤務配慮という名目でのディスアビリティ・
ハラスメントともいえる使用者の措置87 に対して，労働者から改めて合理的配慮の請求権を行使す
ることが可能であるのかという点である。このことは，使用者の人事異動や業務命令に関し，就業
規則の多くには「労働者は正当な理由なくこれを拒むことはできない」旨の定めがあるところ，合
理的配慮の提供を受けることを，正当な理由として構成できるのかという問題である。
これらについては今後の研究課題としたい。
